
令和４年度彩の木補助事業補助金取扱要領 

 

（趣旨） 

第１ この要領は、埼玉の木みんなで使って豊かな暮らし応援事業実施要領（平成２６

年４月１７日制定、令和４年４月１５日一部改正。以下、「実施要領」という。）第

４の規定により定められた実施基準第４第１項の規定に基づき、一般社団法人埼玉県

木材協会（以下、「木材協会」という。）が実施する彩の木補助事業補助金（以下、

「補助金」という。）の交付等の基準を定めるものとする。 

 

（事業の内容） 

第２ この事業は、さいたま県産木材認証制度により産地及び流通履歴を証明された木

材（以下、「県産木材」という。）を使用して、新築、購入、増改築（耐震化を含む。

以下同じ。）、内装木質化（以下、「新築等」という。）を行う住宅、事務所、店舗、

集合住宅等（公共建築物を含む。以下、「住宅等」という。）を対象として、県産木

材の使用量に応じた利用奨励のための補助金を交付するものとする。 

 

（事業の区分） 

第３ 事業は、「一般枠」、「子育て世帯枠」、「梁桁枠」及び「森林認証材・ＪＡＳ

材枠」に区分する。 

 

（補助対象者） 

第４ 補助対象者は、住宅等の新築等を行う者とする。ただし、「子育て世帯枠」は、

申請日において中学生以下の子を養育している又は母子健康手帳の交付を受けている

妊婦がいる世帯の者に限る。 

 

（補助対象住宅等） 

第５ 「一般枠」の補助対象の住宅等は、次のすべてを満たすものとする。 

（１）建築基準法（昭和２５年５月２４日法律第２０１号。以下同じ。）に適合するこ

と。 

（２）新築等を行う住宅等が埼玉県内に所在すること。 

（３）工事請負契約（購入の場合は売買契約。以下同じ。）の締結日が、令和３年１０

月１日以降であること。 

（４）令和５年２月２８日までに、木工事が完了すること。 

（５）埼玉県内に、事業所又は営業所を有する住宅生産者等が住宅等の新築等工事（以



下、「工事」という。）をすること。 

（６）第７第３項及び第１１第１項の規定に基づき行う現地検査に協力すること。 

２ 「子育て世帯枠」の補助対象の住宅は、次のすべてを満たすものとする。 

（１）建築基準法に適合すること。 

（２）自ら居住するための住宅であること。 

（３）新築、購入、増改築を行う住宅が埼玉県内に所在すること。 

（４）工事請負契約の締結日が、令和３年１０月１日以降であること。 

（５）令和５年２月２８日までに、引渡しが完了すること。 

（６）埼玉県内に、事業所又は営業所を有する住宅生産者等が住宅の工事をすること。 

（７）第７第３項及び第１１第１項の規定に基づき行う現地検査に協力すること。 

３ 「梁桁枠」の補助対象の住宅等は、次のすべてを満たすものとする。 

（１）建築基準法に適合すること。 

（２）新築、購入を行う住宅等が埼玉県内に所在すること。 

（３）工事請負契約の締結日が、令和３年１０月１日以降であること。 

（４）令和５年２月２８日までに、木工事が完了すること。 

（５）埼玉県内に、事業所又は営業所を有する住宅生産者等が住宅等の工事をすること。 

（６）新築、購入を行う住宅等の梁又は桁（胴差を含む。）に、県産木材を４立方メー

トル以上使用すること。 

（７）第７第３項及び第１１第１項の規定に基づき行う現地検査に協力すること。 

４ 「森林認証材・ＪＡＳ材枠」の補助対象の住宅等は、次のすべてを満たすものとす

る。 

（１）建築基準法に適合すること。 

（２）新築、購入を行う住宅等が埼玉県内に所在すること。 

（３）工事請負契約の締結日が、令和３年１０月１日以降であること。 

（４）令和５年２月２８日までに、木工事が完了すること。 

（５）埼玉県内に、事業所又は営業所を有する住宅生産者等が住宅等の工事をすること。 

（６）新築、購入を行う住宅等に県産木材の森林認証材又はＪＡＳ材を４立方メートル

以上使用すること。なお、森林認証材とは、森林認証制度によりＦＭ認証を受けた

森林から産出される木材及び木材製品で、ＣｏＣ認証を取得した事業者を通った認

証製品をいう。また、ＪＡＳ材とは、登録認証機関の審査を受けＪＡＳ認証を取得

した事業所が生産した製材品（目視等級区分構造用製材及び機械等級区分構造用製

材）をいう。 

（７）第７第３項及び第１１第１項の規定に基づき行う現地検査に協力すること。 

５ 新築及び購入の場合は、次のいずれかを満たすものとする。 



（１）県産木材の使用量（単位：立方メートル）をすべての木材使用量（単位：立方メ

ートル）で除して得られる数値が、0.6以上であること。 

（２）県産木材の使用量（単位：立方メートル）を延床面積（単位：平方メートル）に

0.15を乗じて得られる数値で除して得られる数値が、0.6以上であること。 

６ 増改築の場合は、県産木材の使用量が３立方メートル以上であること。 

７ 内装木質化の場合は、次のすべてを満たすものとする。 

（１）既存の住宅等の内装木質化を行うものであること。木造以外の住宅等にあっては、

新築の際に内部の木質化を行うものも内装木質化として扱うものとする。 

（２）１２ミリメートル以上の厚さを有する県産木材による施工面積のうち表面が見え

ている面積（壁等にあっては垂直投影面積、床及び天井等にあっては水平投影面積の

それぞれの合計。以下、「実面積」という。）が７平方メートル以上であること。 

 

（補助金の額及び限度額） 

第６ 補助金の額及び限度額は、次のとおりとする。 

（１）新築、購入、増改築の場合 

  ア 補助金の単価 

    県産木材１立方メートル当たり17,000円とする。 

  イ 補助金の額 

    県産木材の使用量（小数第３位を四捨五入し、小数第２位止めとする。）に補

助金の単価を乗じて得た額（1,000円未満切り捨て。）とする。 

  ウ 補助金の加算 

    「子育て世帯枠」、「梁桁枠」及び「森林認証材・ＪＡＳ材枠」は、一律

50,000円を加算する。 

  エ 補助金の限度額 

    １戸当たり（集合住宅の場合は１棟当たり。以下同じ。）340,000円とする。 

    「子育て世帯枠」、「梁桁枠」及び「森林認証材・ＪＡＳ材枠」は、加算され

る金額を含めて340,000円を限度額とする。 

（２）内装木質化の場合 

  ア 補助金の単価 

    実面積１平方メートル当たり3,000円とする。 

  イ 補助金の額 

    実面積（小数第３位を四捨五入し、小数第２位止めとする。）に補助金の単価

を乗じて得た額（1,000円未満切り捨て。）とする。 

  ウ 補助金の限度額 



    １戸当たり340,000円とする。ただし、相当数の入込客の見込める店舗等につ

いては、１戸当たり500,000円とする。 

２ 前項（１）及び（２）はいずれかを選択するものとし、重複して補助金の交付を受

けることはできない。 

３ 過去に、木材協会が実施する補助金の交付を受けている住宅等は、重複して補助金

の交付を受けることはできない。 

４ 「一般枠」、「子育て世帯枠」、「梁桁枠」及び「森林認証材・ＪＡＳ材枠」はい

ずれかを選択するものとし、重複して補助金の交付を受けることはできない。 

 

（補助金の交付申請） 

第７ 補助金の交付を受けようとする者（以下、「申請者」という。）は、次の交付申

請書を、別表１に掲げる関係書類を添えて木材協会に提出するものとする。 

（１）新築及び購入の場合 

   「交付申請書【新築、購入用】（様式１－１）」 

（２）増改築の場合 

   「交付申請書【増改築用】（様式１－２）」 

（３）内装木質化の場合 

   「交付申請書【内装木質化用】（様式１－３）」 

２ 木材協会は、前項の交付申請書を受理したときは、その内容を審査し、申請者に通

知（様式４）するものとする。 

３ 木材協会は、前項による申請者への通知の後、検査員を指名し現地検査を行うこと

ができる。 

４ 第１項の交付申請は次のとおり受け付け、実施要領第３の規定に基づき交付される

補助金総額（以下、「補助総額」という。）の範囲内で定められたそれぞれの事業の

区分に係る補助金総額（以下、「区分補助総額」という。）に達し次第終了する。区

分補助総額に達しなかった場合には、残額を他の区分に充てることができる。 

（１）「一般枠」、「梁桁枠」及び「森林認証材・ＪＡＳ材枠」 

   令和４年６月１日から令和５年２月３日までの間、先着順で受け付ける。ただし、

同日に交付申請が複数あり区分補助総額を超えた場合には、当該日の申請者の中か

ら抽選により受け付ける。 

（２）「子育て世帯枠」 

   令和４年６月１日から令和４年７月２９日までの間の交付申請を、令和４年８月

１日以降に受け付ける。ただし、区分補助総額を超えている場合には、この間の申

請者の中から抽選により受け付け、落選した申請者は「一般枠」で受け付ける。区



分補助総額に達しなかった場合には、８月１日以降も交付申請を先着順で受け付け

ることができる。 

 

（補助金利用上の条件） 

第８ 申請者は、住宅等の建築中及び完成後において、次の事項を承諾するものとする。 

（１）建築現場に、「県産木材を使用した建築物」であることを表示すること。 

（２）住宅等のうち事務所及び店舗については、県産木材を使用した建築物であること

を完成後も継続して室内等に表示すること。 

（３）建築現場を見学会などのＰＲの場として提供すること。 

（４）木材協会及び埼玉県が県産木材住宅等に関するアンケート等を実施する場合は、

調査に協力すること。 

 

（木工事完了・引渡し完了の報告） 

第９ 第７第１項の規定に基づき補助金の交付申請を行った申請者は、「一般枠」、

「梁桁枠」及び「森林認証材・ＪＡＳ材枠」は住宅等の木工事完了後速やかに、「子

育て世帯枠」は住宅の引渡し完了後速やかに、次の完了報告書兼請求書を、別表２に

掲げる関係書類を添えて木材協会に提出するものとする。 

（１）新築及び購入の場合 

   「木工事（引渡し）完了報告書兼請求書【新築、購入用】（様式６－１）」 

（２）増改築の場合 

   「木工事（引渡し）完了報告書兼請求書【増改築用】（様式６－２）」 

（３）内装木質化の場合 

   「木工事完了報告書兼請求書【内装木質化用】（様式６－３）」 

 

（補助金の利用辞退） 

第１０ 申請者は、次のいずれかに該当するときは、速やかに「辞退届（様式５）」を

木材協会に提出するものとする。 

（１）令和５年２月２８日までに木工事が完了できないことが明らかとなった場合。

「子育て世帯枠」にあっては、令和５年２月２８日までに引渡しが完了できないこと

が明らかとなった場合。 

（２）補助対象住宅等の要件を満たさないことが明らかとなった場合。 

（３）その他の理由により、補助金を辞退する場合。 

２ 前項による届出があったときは、第７の規定に基づく交付申請はなかったものとみ

なす。 



 

（補助金の交付決定及び交付） 

第１１ 木材協会は、第９の完了報告書兼請求書を受理したときは、その内容を審査し、

検査員を指名し現地検査を行うことができる。 

２ 木材協会は、前項の審査及び現地検査において、補助対象住宅等の要件に適合する

と認められるときは交付決定及び確定（様式７）を、適合すると認められないときは

不適合（様式８）を申請者に通知するものとする。 

３ 木材協会は、前項による交付決定及び確定を通知したときは、申請者に対し速やか

に補助金を交付するものとする。 

 

（その他） 

第１２ この要領に定めるもののほか、第７第３項及び前条第１項に定める現地検査の

実施等事業の実施に関して必要な事項は、別に定める。 

 

 

 

   附 則 

 この要領は、令和４年６月１日から施行し、同日の交付申請から適用する。 


